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第１章 総則 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、別に岡崎市長（以下「市長」という。）が定める基準に基

づき指定を受けた事業者（以下「指定事業者」という。）が、障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法津（平成 17 年法律第 123 号。以

下「法」という。）第 77 条第１項第８号の移動支援事業並びに同条第３項に

基づく日中一時支援事業（以下｢給付事業｣という。）を実施した場合の給付等

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において障がい者とは、法第４条第１項に規定する障害者であ

って居住要件（岡崎市に住民登録があり、かつ、現に岡崎市に居住している

ことをいう。以下同じ。）を満たす者をいう。 

２ この要綱において障がい児とは、児童福祉法第４条第２項に規定する小学校

就学の始期から満 18 歳に達するまでの障害児であって居住要件を満たす者を

いう。 

３ この要綱において未就学障がい児とは、児童福祉法第４条第２項に規定する

小学校就学以前の障害児であって居住要件を満たす者をいう。 

４ この要綱において障がい者等とは、障がい者、障がい児及び未就学障がい児

をいう。 

５ 第１項及び第２項の定義のうち、居住要件のみを満たさない者であって、特

に岡崎市福祉事務所長（以下、「所長」という。）が認めた者については障が

い者等とみなす。 

 （支給申請及び支給決定） 

第３条 給付事業に係る費用の基準額（以下「基準額」という。）は別に市長が

定めるものとし、当該基準額に係る支給決定を受けようとする障がい者又は

障がい児の保護者は、所長に申請をしなければならない。 

２ 前項に係る申請は、障がい福祉サービス等支給申請書兼同意書に世帯状況・



収入・資産等申告書兼同意書及び利用者負担額減額・免除等申請書を添えて行

うものとする。 

３ 所長は、支給決定をしたときは、当該決定を受けた障がい者又は障がい児の

保護者（以下｢支給決定障がい者等｣という。）に、地域生活支援事業支給決定

通知書兼利用者負担割合決定通知書により通知し、地域生活支援事業受給者

証を交付するものとする。 

４ 所長は、第１項の申請を却下したときは、却下決定通知書により当該決定を

受けた者に通知するものとする。 

 （支給決定の変更） 

第４条 支給決定障がい者等は、支給決定に係る支給量を変更する必要がある場

合は、所長に申請しなければならない。 

２ 前項に係る変更の申請は、地域生活支援事業支給量変更申請書によるものと

する。 

３ 所長は、変更を決定したときは、地域生活支援事業支給決定通知書兼利用者

負担割合決定通知書により、変更の却下を決定したときは、却下決定通知書

により当該決定を受けた者にそれぞれ通知するものとする。 

 （支給決定の有効期間） 

第５条 支給決定の有効期間は、決定日の前日が属する月の末日から１年以内の

期間とする。 

 （支給決定の辞退） 

第６条 支給決定障がい者等は、利用の対象となっている障がい者等（以下「対

象障がい者等」という。）が給付事業を受ける必要がなくなったとき、又は支

給決定の有効期間内に岡崎市以外の市町村へ住民登録を異動する、若しくは

岡崎市以外の市町村の区域内に居住地を有するに至ったときは、支給決定の

辞退を届け出、地域生活支援事業受給者証を返還しなければならない。 

２ 前項に規定する辞退の届け出は、地域生活支援事業支給辞退届出書によるも

のとする。 

 （申請内容の変更） 

第７条 支給決定障がい者等又は対象障がい者等の氏名、居住地等に変更が生じ

たときは、支給決定障がい者等は、所長に対し変更内容を届け出しなければ

ならない。 

２ 前項に規定する変更の届け出は、申請内容変更届出書によるものとする。 

 （受給者証の再交付） 

第８条 支給決定障がい者等が第３条第３項に規定する受給者証を破損し、汚損

し、又は失ったときの受給者証の再交付の申請は、受給者証再交付申請書に

よるものとする。 



 （支給決定障がい者等の負担割合） 

第９条 支給決定障がい者等は、基準額から別に市長が定める費用を控除した額

に次の各号に掲げる支給決定障がい者等の区分に応じた負担割合（以下「利

用者負担割合」という。）を乗じ、10 円未満を切り捨てた額（以下「利用者負

担額」という。）を負担しなければならない。 

 （1） 課税世帯２ 次号から第４号に掲げる者以外の者 

         ６％ 

 （2） 課税世帯１ 支給決定障がい者等及び当該支給決定障がい者等と同一

の世帯に属する者（障がい者にあっては配偶者に限る。以下同じ）が当

該給付事業の支給決定のあった月（以下「支給決定月」という）の属す

る年度（支給決定月が４月から６月までの場合にあっては、前年度）分

の地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）の規定による市町村民税（同法の

規定による特別区民税を含む。以下同じ。）の同法第 292 条第１項第２号

に掲げる所得割（同法第 328 条の規定によって課する所得割を除く。以

下同じ。）の額（同法附則第５条４第６項その他の厚生労働省令で定める

規定による控除をされるべき金額があるときは、当該金額を加算した額

とする。以下同じ。）を合算した額が障がい者にあっては 16 万円未満、

障がい児にあっては 28 万円未満である者（次号及び第４号に掲げる者を

除く。）   

４％ 

 （3） 非課税世帯 支給決定障がい者等及び当該支給決定障がい者等と同一

の世帯に属する者が支給決定月の属する年度（支給決定月が４月から６

月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による市町村民

税を課されない者（市町村の条例で定めるところにより当該市町村民税

を免除されたものを含むものとし、当該市町村民税の賦課期日において

同法の施行地に住所を有しない者及び次号に掲げる者を除く。）  

０％ 

 （4） 生活保護 支給決定障がい者等及び当該支給決定障がい者等と同一世

帯に属する者が支給決定月において被保護者（生活保護法（昭和 25 年法

律第 144 号）第６条第１項に規定する被保護者をいう。）である者又は要

保護者である者であって、この号に定める額を負担割合としたらならば

保護を必要としない状態となるものに該当する場合 

    ０％ 

 （公簿等の未提出の場合の負担割合の特例） 

第 10 条 支給決定障がい者等が前条に規定する負担割合の算定のために必要な

事項に関する書類を提出しないときの負担割合は、10％とする。 



 （利用者負担割合の軽減及び免除） 

第11条 所長が、法第31条第１項に定める災害その他の厚生労働省で定める特別

の事情があることにより、利用者負担額を負担することが困難であると認めた

支給決定障がい者等については、利用者負担割合の軽減及び免除（以下「利用

者負担割合軽減」という。）を適用することができる。 

２ 前項の利用者負担割合軽減の適用を受けようとする者は、地域生活支援事業

利用者負担割合軽減・免除申請書（次項において「減免申請書」という。）に地

域生活支援事業受給者証を添えて、所長に提出しなければならない。 

３ 所長は、前項の利用者負担割合軽減の適用について、別表１の左欄に掲げる

支給決定障がい者等の利用者負担割合をその事由の発生日の属する月から１

年間（減免申請書の提出がやむを得ない理由で遅滞した場合は、提出日の属す

る月から１年間）、それぞれ同表の右欄に掲げる利用者負担割合とすることが

できる。 

４ 所長は、第２項の申請があった場合は、速やかに審査し、利用者負担割合の

変更の可否を決定し、地域生活支援事業利用者負担割合軽減・免除決定通知書

により当該申請者に通知するものとする。 

５ 所長は、前項の規定により利用者負担割合を変更したときは、当該申請者に

対し変更後の利用者負担割合を記載した地域生活支援受給者証を交付するも

のとする。 

 （指定事業者） 

第 12 条 給付事業の提供は、指定事業者が支給決定障がい者等と契約を締結

し、行うものとする。 

 （指導監査及び調査） 

第 13 条 市長は、給付事業の提供に関して必要と認めるときは、指定事業者又

は指定事業所の従業者その他給付事業を担当する者（以下｢従業者等｣とい

う。）に対し、文書その他の物件の提出若しくは提示を求め、若しくは依頼

し、質問し又は照会することができる。 

２ 指定事業者は、市長が行う指導監査又は支給決定障がい者等、その家族その

他の者からの苦情、通報等に基づき随時に行う調査に協力するとともに、指

導又は助言をうけた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善

を行わなければならない。 

３ 前項の指導監査又は調査を行うときは、岡崎市の職員は、身分証明書を携帯

し、かつ、関係人の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

 （給付費の支給） 

第 14 条 指定事業者は、事業を提供した月について、当該月の提供状況を記録

したもの（以下「実績記録票」という。）を支給決定障がい者等に交付し、当



該実績記録票に基づいた基準額の請求を支給決定障がい者等に行うものとす

る。 

２ 指定事業者は、前項に規定する請求を行った場合は、当該請求に係る実績記

録票を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、支給決定障がい者等が第１項の規定に基づき、指定事業者へ基準額

の支払を行ったときは、当該基準額から利用者負担額を控除した額（以下

「給付費」という。）を支給するものとする。 

４ 前項に規定する給付費の支給を受けようとする支給決定障がい者等は、市長

に対し、指定事業者が交付した基準額の領収書を提出しなければならない。 

 （給付費の代理受領） 

第 15 条 指定事業者は、前条の規定に基づき支給される給付費について、支給

決定障がい者等の委任があった場合に限り、当該支給決定障がい者等に代わ

り、市長から支払を受けることができるものとする。 

２ 指定事業者は、前項に規定する代理受領を行う場合は、市長に対し、利用者

ごとの実績記録票を添付し、給付費の請求を行うものとする。この場合にお

いて、前条第１項の規定による請求は行わないものとし、また、利用者負担

金の請求を支給決定障がい者等に行わなければならないものとする。 

 （不正に支給を受けた給付費の返還） 

第 16 条 支給決定障がい者等又は前条により給付費を代理受領した指定事業者

（以下「給付費を受けた者」という。）について、その給付費が、不正に支給

を受けたものと市長が認めたときは、その給付費を受けた者に対し、市長

は、不正に支給を受けた給付費の全部又は一部の返還を求めなければならな

い。 

 

第２章 移動支援事業 

（移動支援事業の目的） 

第 17 条 移動支援事業（次条から第 23 条までにおいて「事業」という。）は、

次条に定める者について、外出時の支援を行うことにより、地域における自

立生活及び社会参加を促すことを目的とする。 

（対象者） 

第 18 条 事業の対象者は、障がい者等であって次の各号に該当する者とする。 

 (1) 屋外における移動が困難と認められる視覚障がいのある障がい者及び障

がい児。 

(2) 身体障がい者手帳（体幹機能障がい１級・２級、上肢障がい１級、下肢

障がい１級又は脳性麻痺による移動機能障がい１級に限る。）の交付を受

けていて、かつ、屋外における移動が困難と認められる障がい者及び障



がい児。 

 (3) 療育手帳または精神障がい者保健福祉手帳の交付を受けていて、かつ、

屋外における移動が単独では困難と認められる障がい者及び障がい児。 

 (4) 法第４条第１項に規定する治療方法が確立していない疾病その他の特殊

な疾病であって政令で定めるものによる障がいの程度が厚生労働大臣が

定める程度の者であり、かつ、屋外における移動が困難と認められる障

がい者及び障がい児。 

 (5) その他、所長が特に必要と認めた者。 

２ 前項に該当する対象者が、他の制度で移動支援事業におけるサービス内容を

代替できる場合は、事業の対象者としない。 

 （事業の内容、支給量の基準） 

第 19 条 事業の対象となる外出は、社会生活上必要不可欠な外出又は余暇活動

等社会参加のための外出とし、通勤、営業活動等の経済活動に係る外出、通

年かつ長期にわたる外出及び社会通念上本制度を適用することが適当でない

外出は、対象外とする。 

２ サービス提供形態は次の各号に掲げるものとする。 

 (1) 個別支援型 

個別的支援が必要な障がい等に対するマンツーマンによる支援 

 (2) グループ支援型 

複数の障がい者等への同時支援 

３ 支給量上限の基準は次の各号に掲げるものを合算したものとする。 

(1) 社会生活上必要不可欠な外出 必要と認められる時間 

(2) 余暇活動等社会参加のための外出 13 時間／月 

   

第３章 日中一時支援事業 

 （日中一時支援事業の目的） 

第 20 条 日中一時支援事業（次条から第 22 条までにおいて「事業」という。）

は、次条に定める者の日中における活動の場を確保し、日常的に介護してい

る家族等の就労支援及び一時的な休息を目的とする。 

 （対象者） 

第 21 条 事業の対象者は、日中において監護する者がいない等の理由により、

一時的に見守り等の支援が必要な障がい者等であって、次の各号に該当する

者とする。 

(1) 身体障がい者手帳、療育手帳又は精神障がい者保健福祉手帳の交付を受

けている障がい者及び障がい児。 

 (2) 法第４条第１項に規定する治療方法が確立していない疾病その他の特殊



な疾病であって政令で定めるものによる障がいの程度が厚生労働大臣が

定める程度の障がい者及び障がい児。 

 (3) 児童福祉法第６条の２の２第１項に規定する児童発達支援を利用してい

る未就学障がい児のうち、児童発達支援センターを利用し保護者が就労

をしている未就学障がい児又は、児童発達支援と保育園等を並行通園し

ている未就学障がい児。 

 (4) その他、所長が特に必要と認めた者 

 （事業内容、支給量の基準） 

第 22 条 事業の内容は、指定事業所において日中の活動の場を提供し、また、

見守り等を行うこととする。 

２ 支給量については１回の提供時間が４時間以下である場合は１／４日、８時

間以下である場合は１／２日、８時間を超える場合は３／４日として計算

し、支給量上限の基準は原則７日／月とする。 

 

第４章 雑則 

 （委任） 

第 23 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が定める。 

 

 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成 23 年 ７月 1 日から施行する。 

（準備行為） 

２ この要綱の規定による給付費の支給の申請及び決定の手続、給付事業の事業

者の決定の手続その他の行為は、この要綱の施行の日前においても、この要

綱の例により行うことができる。 

附 則 

この要綱は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 19 年 7 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 20 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 20 年 7 月 1 日から施行する。 

附 則 



この要綱は、平成 20 年 9 月 1 日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成 2１年 11 月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成 23 年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成 23 年７月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成 25 年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成 25 年４月３日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 25 年 10 月 23 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 27 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 27 年 11 月 11 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 29 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 31 年２月１日から施行し、平成 31 年４月１日から適用す

る。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 



別表１ 利用者負担割合の軽減・免除の適用（第 11 条関係） 

 

区分 事由 利用者負担割合 

⑴ 震災、風水害等の自然災害又は火災その他これに

類する災害(以下「災害」と総称する。)により自

己又はその属する世帯の生計中心者が所有し、か

つ、居住の用に供する住宅又は家財について損害

を受けた金額(保険金、損害賠償金等により補て

んされるべき金額を除く。以下この表において同

じ。)が、その住宅又は家財の価格の 10 分の５以

上である者 

6％ → 0％ 

4％ → 0％ 

 

⑵ 災害により自己又はその属する世帯の生計中心

者が所有し、かつ、居住の用に供する住宅又は家

財について損害を受けた金額が、その住宅又は家

財の価格の 10分の３以上 10分の５未満である者 
6％ → 4％ 

4％ → 2％ 
⑶ その者の属する世帯の生計中心者が死亡したこ

とにより、その世帯の収入が著しく減少した者 

⑷ その者の属する世帯の生計中心者が負傷、入院、

失業等により、その世帯の収入が著しく減少した

者 

 


